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一 一 ソ コ ニ ー ・バ キ ュ ー ム杜(S。c沿nyVacu㎜・Oil(わmpと慣しy)の事 例 を 巾 心 に 一
河 崎 信 樹
は じ め に
本稿の課題 は,ソ コニー ・バ キ ューム社(ISoconyVacu㎜10ilCompany,
以下,ソ コニー社 と略す)11による,そ の在 ドイッ子 会社(D(,utscheVaccum
OelAkdengesellschaft,以下,DVOAGと 略す)を 通 じた ドイッ石油企 業ベ
ンゾール ・フェ アバ ン ド(Benzoel-VerbandGruppe,以 下,B-V社 と略す)
の経営権獲得計 画 と,そ れ に対す るア メリカ政府の対応 を分析す ることであ る。
アメ リカ企業 は,第 …次世 界大戦後,ド イツに数多 くの子会杜を設立 した。
この アメリカ企業 の在 ドイッ子会社は.第 二次 世界大戦の勃発後 も,ド イッ戦
時経済の一翼 を担 いなが ら,第 二次世界大戦終了時 まで活動 を続 けた。そ して
戦後,ア メ リカの親会社 は再び戦前 と同様 に在 ドイッ子会社 に対す る所有権 を
回復 し,そ の事業の再構 築を 目指 した。 しか し,そ うした企業活動 の前 に,ア
メ リカ政府の遂行す る ドイッ占領政策が,立 ち はだか った。
本稿で は,ア メリカ企 業による事業再構築活動の中で,特 に,ア メリカ石油
企業 による ドイッ企業買収 の試み に焦点を当て,ア メ リカ国務省 と在独 アメリ
カ軍 政府((二)f伽eofMilitary(30vemmelltf(》rGermally(U.S、),以下OMGUS
1)ソ コニ ー 杜 は 」9し1隼 に ス タ ン ダー ド石 油 の 解 体 に よ り成 立 したStandardOiIComp
allyof





以下では.第1節 において,ド イツ石油市場 にお けるソコニー社 の位置 につ
いて概観す る。 そ して,第H節,第 皿節 において.ソ コニー社 によるB-V社
の経営権獲 得をめ ぐるOMGUS及 び国務省 との交渉を分析する31。
1第 二次世界大戦後におけるソコニー社 をめぐる競争環境
第 二 次 世 界 大 戦 前 の ド イ ッ石 油 製 品 市 場 は,米 英 の3社 が,大 部 分 の シ ェ ア
を 占 め て い る 状 態 で あ っ た 。1938年に お け る ド イ ツ の 石 油 製 品 販 売 総 額 の う ち.
ス タ ン ダ ー ド ・ オ イ ル 社(Stan(hrdOilCompany(NewJersey))の子 会 社
DAPG(r)eutsch.AmerikanischePetroleum-G(:sellschaft)が26,1%,ロイ ヤ
♪レ ・ダ ッ チ ・ シ ェ ル 社(Rovalr)11tchShel1)の子 会 社 レ ナ ニ ア ・オ ッ サ ク 石
油 工 業(Rhenania・OssagMineralolwerkeA.G.)が22%,アン グ ロ 唱 イ ラ ニ
ア ン ■ オ イ ル(Angl・一Iranian()ilCompany)の子 会 社 オ ー レ ッ ク ス ・ ドィ ッ
石 油 販 売 会 祉(OlexDeutscheBenzinundPetroleum-Gesells(〕haft)が9.6%,
を 占 め て い た 。 ま た,B-V社 は,両 大 戦 間 期 に お け る ド イ ツ 最 大 の 独 立 系 石
油 会 社 で あ り,16.3%の シ ェ ア を 占 め て い た 、,これ に 対 し て,ソ コ ニ ー 社 の 子
会 社 で あ るDVOAGは,主 と し て 原 油 生 産 者 に 留 ま る に す ぎ ず,石 油 製 品 市
場 に お い て は,ほ と ん ど シ ェ ア を 占 め て い な か っ た の、,そ し て,こ の 戦 前 の
2)こ の悶題 に関 しては.拙 稿 「占領期におげるアメリカ企業の ドイツ企業買収 に対す るアメ リカ
国務 省の対 応一 スタンダー ド・オイ ル社 によるロイヤル ・ダ ッチ ・シェル柿 との共同買収 の事
例をll1心に 」 『経済論叢』 第173巻第2号,2004年2月,において も分析 している,研 究 史に
関 しては,こ ち らを参照され たい 、
3)な お本稿 を作成す るに当たって は.董 として アメ リカ国立資料館(Natk)nalArchivesILt:ol・
legePark、M一))に所蔵 され ている資 料,特 にRec`)rdGmup56(以下こ こか らの出典 を示す場
合、末尾括弧内 にRG56と記す)に 分類されている財務省資料 及びRecord(}mup59(RG59)
に分 類され ている国務 省資料.Rec・rdGτoup260.RecordsofUnitedStatesOccul)ationHead・
quater,WWII.Of6ceofMili重ary(}ovemmentForGermany、U、S,(RG260)に分類されてい る
{)MGUS資料 を使用 した,,なお,以 下において は資料の出典を文書の題 名後に記す ことにす る。
4)AlfredD.Chandler』r,,し～ご1'∠8翫～f・ρ召'臓8恥'〃`♂〃緬 々1"1〃f1"ぎオ虚 (・ヒψff盈吼LlarvardUni-
v{・rsityPress,1990,(安部悦 生 ・川辺信 雄 ・工 藤 章 ・西 牟田祐 二 ・日高千 景 ・Illロー臣訳 『ス
ケー,>ア ンド ・スコ・一プ』有斐閣,1993年.449ペー ジ)。
占預下ドイツにホ3けるアメリカ石油企業の事業再構築活動に対するアメリカ政府の対応(221)55
シェアは,ド イ ッにおける石油企業が参加 した戦時期 にお けるカルテ ル組織 に
おいて基本的 に,戦 時 中 も維持 され ることになった51。,ゆえに,第 二次世界大
戦後において も ソコニー社は,ド イツに進 出 している他の外 国籍企業 に対 し
て大 きく遅れ をとっていた。その遅れ を,ソ コニー社 は,最 大の独立系石油会
社で あったB-V社 を傘下 に置 くことによ って,取 り返 そ うと試 みたのであ っ
た。
また,そ れ以外 に も,戦 後において ソコニー社が.B-V社 の買 収 を行 う必
要性 は存在 していた。
第1に,ソ コニー社の資産が減少 しているとい う問題 である。 これ は,爆 撃
奪 ど戦争の影響によるものであるが,最 大のものは,東部 ドイッの資産が,ソ
連 と ポ ー ラ ン ドに よ っ て 接 収 さ れ た こ と で あ る6)。 こ の こ と に よ っ て.ソ コ
ニ ー 社 は ,自 社 の 資 産 の 増 加 を 図 ら ざ る を 得 な く な っ た 、
第2に.戦 前 か ら ドイ ッ 石 油 市 場 に お い て 重 要 な 地 位 を 占 め て い た 米 英3社
に よ る ドイ ツ に お け る 石 油 事 業 拡 大 の 動 き で あ る 。、こ れ ら3社 は 、 ドイ ッ に お
げ る 支 配 的 な 地 位 を 維 持 す る た め に 様 々 な 活 動 を 行 っ て い た ,、そ の 代 表 的 な 活
動 は,石 油 供 給 連 合 組 織(AmedPetroleumSし】pplyOrganizati。n,以 下,
APSOと 略 す)の 形 成 へ の 動 き で あ る7》。APSOは,当 時 ド イ ッ に お け る石 油
の 輸 送 と配 給 機 構 の 大 部 分 を 運 営 し て い た 占 領 軍 に 代 わ り,ド イ ッ に お け る 石
油 供 給 業 務 全 て を.3社 の コ ン ソ ー シ ア ム に よ っ て 運 営 し よ う とす る 計 画 で あ
る 、,この 計 画 が 実 行 さ れ れ ば 』 ソ コ ニ ー 社 は ,永 遠 に ドイ ッ に お け る 石 油 市 場








8)し か し、 この計画 に関 しては.〔)MGUSによ って,ド イッにお ける集 中排除 政策に違反す る
として・ 実行が 認め られ なかった"〕MGUSt・USFFT、February21,1947.ReC。rds()ftheノ
56(222)第174巻 第3号
とシェル社 は,共 同で ドイッの石油会社 エ ルベ ラー ト社(ElwerathA.G、)を
買収 し,さ らに自社 の基盤 を強化 しようと試み てい た9。
第3に,ア メ リカ以外 の占領諸国の動向である。ア メリカ以外の 占領国は,
それぞれ,自 占領地区 において,自 国の石油企 業を優遇 し,そ の傘下 に ドイッ
の石 油企業 を次 々と収めさせていた。特 に,ソ 連 とフランスはそ うした行為 を
次々 と行 い,他 の占領国 によって批判 されていた軌・
以上の ように,ソ コニー社 は,厳 しい競争環境 に置かれてお り,何 らかの手
段で,競 争力の強化を図る必要があ った。その手段 として,実 行されたのが,
B-V社 の買収であ った。 ソコニー社 は,こ の ドイッ最大 の独 立系石 油会社 を
獲得す る ことによって,白 社の ドイツにお ける基盤を飛躍 的に拡大す るこ とを
目標 と した,、しか し,そ の方法は,「買収」で はな く,巧 妙 な手段 によって経
営権の獲得 を目指す ものであ った。
HOMGUSへ の提案 と検討
1ソ コニー社からの提案
ソコニー杜か らOMGUSに 対す る提案 は.P・ クローバー(PhilipClover,
ソコニー社代 表,前OMGuS石 油部部 長)か らw・ ドレイバー(WilliamP
Draper,経済局(EconomicDivision)局長)に 対 して1946年11月28日にな さ
れた。 これ は,直 前 に行われた両者 の会談 を踏 まえた上で,ソ コニー社か ら経
営権獲得計画 の詳細が提案 された もので ある。
ソコニー社 は,そ の意図 を説明 す る クロー バーか らの書 簡 とDVOAGと
B-V杜 との契 約案 を ドレイパーに対 して提示 した。 以下では.そ の両方 の文
書 か ら,ソ コニー社 に よるDVOAGを 通 じた経営権 の獲得計 画について分析
＼E【:。11《)mkDMsi。n.indust、yBranch,GenerIllC・rresi)・nd礁e。hheOilSectl・n・B・x43・RG
260.こ の 問 題 に 関 し て は.別 稿 に お い て 検 討 した い 。





まず クローバー は,書 簡11⊃において,〔)MGUSに対 して この案件へ の合意
を求 めた理由 を述べ た。第1に,こ の提案に対す る ソコニー社の株主の同意の
条件 と して,OMGUSが この案件 に合意す るこ とが必要であ る,と い うこ と,
第2に,B-V社 は ドイッ企業であ るので,そ の資産の処分権ぱOMGUSに 属
して いる。そ のため,そ の資産 がOMGUSに よって,ド イッ経済 の利害,特
に、賠償 のため に使 用 され る可能性が存在す ることD。 この2点 を,OMGUS
に対 して この案件 に関す る合意を求めた理 由 として述べた。
次に,こ の買収の 目的 と して,ド イッ石油市場 にお けるガソリン分野へ の参
入 を挙 げた、)ソコニー社 は,DVOAGを 通 じて,戦 前 か らガソ リン分野へ の
参 入を計画 していたが,1933年以降の ヒ トラー政権 の影響 によって,株 主の賛
成 を得て,そ の計画を断念 した。 しか し,戦 後 にな り,当 初 の計画 に戻 るの に
適切 な時期 にな った,と した。
このガ ソリン市場 への参人において は2つ の道が存在す る。第1に .新 規投
資 によって ガ ソリン市場へ と参 入す ること,第2に,既 存の分配機構 を所有 し
てい る企業 と提携 し,そ こにガ ソリンを供給 する形で参入す る,と い うことで
あ る。前 者は.新 規参 入とな り,競 争 を激化させ,市 場の秩序を乱 して しま う。
ゆ えに,B-V社 との提携 とい う後者 の方法 を採川 した,と 説明 した。そ して,
この ガソ リン分野へ の参 入は,こ れまでの原 油生産の分野か らの,事 業の通常
の拡 大にす ぎない,と 強調 した。
クローバーは,こ の書簡の続 きにおいて,こ の案件 の概 略を説明 しているが.
以下では,そ の詳細 を示す両者 の協定案 の要約を基に,そ の買収 内容 につい て
11)P卜ilipqovertoWilliamDraper、November28.1946.Recく)rdsoftheEcon()micDivisi吐,!1,In.
dusしryBranch,Genera口(⊃orrespondenceofth←吼)ilSection,Box42,RG26(}.以下 の叙 述 は,同
文 書 に 基づ く、、
12)ソ コ ニー 杜 は こ こ に お い て 懸 念 を表 明 して い る が 、t)MGUS自 体 は 「石 油 産 業 及 び それ に 関





まず.ガ ソリンの供給 に関 して,DVOAGは,B-V社 が販売す るガ ソリン
の51%を供給 す る権利 を有 す るとされ,残 りの49%に関 して も,B-V社 が 自
身の生産や他の供給源か ら獲 得で きない場合 は,DVOAGが その部分 も供給
することが定め られた。また,ガ ソリン4)輸入に関す る外貨の支払い について
は,DVOAGが 「相 互の利益」のた めに責任 を持 つ義務 があ るこ とが 明記 さ
れている,、
次 にガ ソリンの供給 にと もな う権利 について は,①B-V杜 の取締役会 にお
いて51%の投 票権 を有す る こと.②B-V社 の資産の51%まで を将来購人す る
オプシ ョンを獲得す る,と い う2点 が記 されてい る.こ の ことによ って,B-V
社に対する経営権 を,DVOAG=ソ コニー社は新規投 資を伴 わずに獲得す るこ
とが可能 となる。
ソコニー社が,こ うした巧妙な経営権獲得計画 を実行 しようと したのは,ア
メリカ政府が遂行す る投資禁 止政策が存在 したか らであ る。投 資禁、止政策 とは,
1945年10月17日に発表 され た統合参謀 本部指令1067(JCSlO67)をそ の起 源
とレ4},その後,軍 政府法52号によってよ り詳細 に定式 化された ものであ る。
この軍政府法52号の規定によって,ア メ リカ企業 の在 ドイッ子会礼 は.そ の資
産をOMGUSに よってブロ ックされ,投 資活動 は禁止 された状態 に置かれた。
そ して,こ の政策 は,イ ギ リス,フ ラ ンス,ソ 連,ア メリカの4ヶ 国 による ド
イッ占領 地域 の 「経済的統一一」が実施 され,共 通の投 資原則 が,打 ちたてられ




Oi11Sectiol1、Box42,RG260.以一1・『の 叙 述 は.同 文 書 に 基 づ く。
14)JCS1067の テ キ ス ト は,TheDepartmentofState、Uη1"`1醜 漉 俗fぐ`"'o〃～'`1〕o'1畳ッfo守雌'ぜ
G8η"`・賜Publiαlti()n2630,EuropeallSefies15,1946,pp.56-75に所 収 の も の を 使 用 し た 。
1r})～Iomt【)riumQIINewForeiglllllves廿11entin(}ermany,Nく)veロ1ber8,1946.Intel]1ationalStatis-
ticsDivisiollGeneralRecor〔ls1餌4-1959.CoulltryFiles:(}emlally1931-1952.BOX74,US-UK
正)1、くcus、、ionBiz()naIUnilicatkm、RG56.なお,こ の 政 策 は,1946年12月21』 に イ ギ リ ス と 合 意!`
占領ドドイッにおけるアメリカ石油企業の事業再構築活動に対するアメリカ政府の対応(225)59
ともなわ ない今回の経営権の獲 得計画 は,投 資禁止政 策に違反 しない もので あ
る と,考 えたのであ った。
20MGUS内 部 に お け る検 討
ソ コ ニ ー 社 か ら 経 営 権 獲 得 の 許 可 を 要 求 さ れ た ド レ イ パ ー は,OMGUS内
部 の 関 連 す る 部 局 に,こ の 案 件 に つ い て 検 討 す る よ う に 指 示 した 。 こ の 案 件 の
検 討 を 行 っ た の は.以 下 の3つ の 部 局 で あ る 。 第1に,投 資 禁 止 政 策 に 関 わ る
問 題 を 管 轄 し て い た 金 融 局(FinandalDivisiol1),第2に,経済 局 の 内 部 で 集
中 排 除 に 関 す る 問 題 を 管 轄 し て い た 非 カ ル テ ル 課(DecarLdi7ationBranch),
第3に,同 じ く経 済 局 に お い て 各 種 産 業 を 統 括 し て い た 産 業 課(lndustry
Brallch)内部 で.石 油 産 業 を 管 轄 し て い た 石 油 部((》ilSection),で あ る 。 以
下 で は,そ れ ぞ れ の 局 の 見 解 を検 討 し て い く.、
ま ず 金 融 局 に よ る検 討(1946年12月271」)で あ る 三61。金 融 局 は,ソ コ ニ ー 祉
の 提 案 に 否 定 的 な 立 場 を と っ た 。
金 融 局 は,ソ コ ニ ー 杜 の 提 案 は,ガ ソ リ ンの 供 給 権 が 経 営 権 と連 動 す る 形 に
な っ て お り,さ ら にB-V社 の 資 産 の 購 入 権 も 付 随 し て い る た め .こ れ は
DVOAGの 資 産 を 増 加 さ せ る も の で あ り,投 資 と み な し う る ,と 判 断 した 。
そ し て,DVOAGは,ソ コ ニ ー 社 の100%完 全 子 会 社 で あ る の で,こ れ1は,ド
イ ッ に お け る ア メ リ カ企 業 の 投 資 行 為 と,事 実 上 み な せ る,と 述 べ た 。
こ う し た 事 実 認 識 に 基 づ き,金 融 局 は2つ の 理 由 か ら ,こ の ソ コ ニ ー 社 に よ
る 提 案 を 認 め な か っ た 。 第1に.投 資 禁 止 政 策 は,ド イ ッ 占 領 地 域 に お け る諸
外 国 の 投 資 に 関 す る4力 国 協 定 が 未 成 立 で あ る た め,い ま だ に 有 効 で あ り,こ
の 提 案 は 認 め られ な い.と い う こ と で あ る。 第2に.投 資 禁 止 政 策 の 問 題 を 別
・された米英 占領地区の統合交渉においても,そ の継続が確認され,1947年以降 も米英統合地区 に






として も,「ア メリカ企業 によって行われ る,い か なる形態 での コ ン トロー ル
の拡大 も計可す る ことは望 ま しくない」 と判 断 した。「自国の ビジネスの利益
を拡大させる ことを好む 占領権力」 として,そ の地位を利用 している と批判 さ
れ る可能性 があるか らだ。 この点の主張 は,上 述 した ソ連 とフランスの状況 を
批判す るアメ リカの立場 を維持するために も必要 と考 えられた。
次 に,非 カルテ ル課 による検討(1947年1月6日)で ある171。非 力,レテ ル課
は,金 融局の検 討に同意 を示 し,ソ コニー社 の提案 に否定的 な立場を とるとと
もに,非 カルテル化 政策 の視点か ら2点 の理 由を付 け加 えた。
第1に,DVOAGがB-V祉 の経営権 を獲得 した場合,ド イッにお ける石油
製品の供給者 としては,第3位 にランクされる ことになる。これ は4つ の外国
籍企業 に全体の取引の75%が集 中す るとい う結 果を もたら して しまう.,
第2に,こ の含併 の結果,す でに非集 中化 リス トに掲 載 されてい るア ング
ロ ・イラニア ン社の子会社 オー レックス ・ドイッ石油販売 会社 の規模 を超 える
企業 が生み 出されて しまう。ゆえに,ソ コニー社 による買収 も,非 カルテル化
計画 に違反 してい る,と した。
これ ら2つ の部課局が反対であ ったのに対 して,石 油部は,ソ コニー社 の提
案 に肯定 的な立場か ら反論 した(1947年1月14日)旦8」、石油部 は,ソ コニー社
による提 案 は.基 本的 に通常 の ビジ ネス活動で ある,こ れ は,ソ コニー社 に
とっては事業拡 大 とな り,B-V祉 に とって も製品の安定 的な供給 者 を獲得す
ることにな り,両 社に とって良い取引である,と 判断 した。そ して.も し,こ
の契 約がな され ないな ら,B-V社 の石油獲得能力 は,彼 らの ドルの保有 量 に
規定 されて しまう。 と考え,ソ コニー社の案件 に対 して.肯 定的 な立場 をとっ
た,、






石油部 によると,イ ギ リスは,以 下 の点 を主張 している。す なわ ち,ア メ リカ
の企業が,ガ ソリン市場 に参入す ることに異存はない、 しか し,イ ギ リスは,
DVOAGを 「オポチュニス ト」 と判 断 している。 なぜ な ら,B-V社 は,ナ チ
ス期 にガソリン市場 に参 入 していた,シ ェル社,ス タンダー ド社,ア ングロ ・
イラニア ン杜の犠牲 の下で,そ の事業 を拡大させ た企業であ るか らだ。ゆえに,
これ らの3社 に対 して,何 らか の保障がなされ るべ きであ る。 これが イギ リス
の童張である.こ れに対 して,石 油部 によれば,ク ローバーは,巻 き込まれた
企業 とは この件につ いて合意 に達 してい ると述べてい るが,イ ギ リスは.こ の
点 に疑問を有 している。
以 上のよ うに各担 当部局 の意見 は一致 してお らず,ド レイパーは,明 確 な返
事 を ソコニー社 に対 して行 うことがで きなか った。 これ は,OMGUS内 部 に
おいて.投 資禁止政策 を遵守す ることに忠実 な金融局 と非 カルテル課 に対 して.
石油 ビジネスに理解 を示す石油部 とい う対立 が存在 していた ことを示 している。
一方,ソ コニー社は,こ のOMGUSと の交渉 と同時並行で,国 務省 との交
渉 を進めていた。
lH国 務 省への提案 と検 討
1ソ コニー社による提案
OMGUSの 承 認を待つ 問に,ソ コニー社 は,ア メ リカにおいて 国務 省 との
新 たな交渉 を開始 していた。 ソコニー社 は,1947年1月23日に国務省 におい て
交 渉を行 った.こ の交渉 において,ソ コニー社は.第Il-1節 において詳述 し
たOMGUSに 対す る提案 と同 じ内容 を国務省 に対 して 示 した、つ ま り,①
B-V社が必 要 と してい た ガソ ワン量の51%を提供す るの と引 き換 えに,経 営
権 を獲得す る,② この契約 に付 随 して,B-V社 が所有す る資産の51%を,将


















において自国の利益を拡大 しようとすること を実行することはで きなかっ
た。それゆえ,国務省はこの時点においてアメリカ企業の在 ドイッ子会社の投
資活動を禁止せざるをえないという理由で,こ の ソコニー社の案件を拒否 し
た211じ
ソコニー宇.i:は,以上のような国務省の立場を踏まえ,直接争うことを避け,
20)国 務 借 は モ ス ク ワ外 桐 会 談 に向 け て 準 備 したP・hcyPapersPrepare〔[bythd)epa賞melltof
Stateの中で,以 下 の よ う に ソ連 を批 判 して い る。 「ソ連 は,ド イ ツ産 業 に対 して 制 限 を 課 し,
外 側 か ら 支 配 ・操 作 す る こ とで 従 属 さ せ,ド イ ツ東 部 に 自 国企 業 を 設 立 し,単 独 で 行 動 し て い
る」。 そ して,こ う した 行 為 が,ド イ ツの経 済 的統 一 を妨 げ て い る と批 判 した この 批 判 が 成 立
す る た め に は,投 資 禁 止 政 策 が 必 要 と さ れ る こ と は 明 らか な こ とで あ る1,U,S.Departmentof
State.莇融9πR8傭`〃 ～54'hεU''"e`!5'`!螂1併7以U,S,G,PO・・Washingt()n,1972・PP・
214-5.モス ク ワ外 相 会談 に関 して 詳 し くは 、 拙稿 「」・F・ ダ レス(J・hnR)sterDul1εs)とア メ






単な るガソリン供給 に関す る契約のみの作 成を羊張 した。そ して,こ の要求は
認 め られ,新 たな契約案 を提出する こととなった。
2ソ コニー社による新規提案
ソコニー社 による新規提案 は,1947年2月11日に行われ た。 まず事前 に提出
され た契約案 によって,そ の新規提案 の内容 を見てい く2の,、
この契約は,最 初に,米 英両政府 の既存の政策 と一致す る内容の もの を作成
した と述べ,先 の提案 にあったB-V社 の現在及 び将来 の経営権 の獲得 を行わ
ない性格の ものである と述べ られ た。
契約 におい ては,ま ず,ソ コニー社が生産す る石油製品 のB-V社 へ の供給
の内容(供 給量,製 品,輸 送,価 格な ど)が 定 められた。 ここにおいては,ガ
ソリンの供給量 が全体 の49%へと下げ られ,輸 人に関す る外貨の使 用に関 して,
不足時には義務か ら免除 され ると明記 され てい る、
さ らに,こ の契約 に記 されてい る点 で.こ れ まで と大 きく異 なる点が2点 存
在 している。
第1に,「B-V社 の資産の維持」 に関す る規定があ ることで ある。つ ま り,
ソコニー社 は.B-V社 に対 す るコン トロ}ル を全 く有 しないため に,そ の資
産 が劣 化 してい くことを食い止 める ことがで きない。 しか し,B-V社 の経 営
陣は,ド イッにお ける石 油産業の未来 に対 して悲観 的な見通 ししか持 ってお ら
ず,そ の資 産 を劣化 させ てい って しま う.こ れ を妨 げ るため に,B-V社 が 資
産 を良い状 態に保 ち,適 切に活動す ることを規定す ることが必 要であ る,と し
た。 また,こ の規定 は,ド イッ経済において石油産業部門 を確 立させ ることに
も有益であ る,と 主張 した。
第2に,ソ コニー社は,将 来におげるB-V社 の買収への意欲 を.実 際 には,









そして最後に,ア メリカやイギリスの ソコニー社の主要な競争者が,ド イツ
での活動を拡大する様々な計画を活発に立案 していること,ド イッや米英以外
の国の石油会社が,様 々な方法でその地位を確立しようとしていることを指摘



















約 のみ に特化 した契約 を提 出 した こ と,そ して.〔)MGUSも経営 権の獲得 を
目指す計画 には強 く反対す ると国務省 は考 えている ことを伝 えだ 潜。
これ を受 けて,ド レイパーは,ソ コニー社か ら1946年11月28日に提案 のあ っ
た買収案に対す る回答 を作成 し、1947年2月14日付 けで,ソ コニー社 に対 して,
送付 した。 この書簡 において ドレイパーは,ソ コニー社が以前C)MGUSに 対
して提案 した計画は,国 務省 との交 渉において放棄 された ことを指摘 した。 そ
の上で,ソ コニー社が,単 なる供給計画のみの契約 を,現 在作成 してい ると認
識 してい ると述べ,そ れを黙認す ることで,回 答 としだ 〕。
4国 務 省 の 結 論
国 務 省 は 、 先 の ソ コ ニ ー 杜 の 提 案 に 関 して,1947年2月20日 に 会 議 を 行 い ,
検 討 を 行 っ た,、そ の 際 問 題 と な っ た の は.ソ コ ニ 乙 社 が 将 来 に お い てB.V
社 の 資 産 の 買 収 を 優 先 的 に 行 い う る オ プ シ ョ ンが 契 約 案 に 規 定 さ れ て い る 点 で
あ っ た 。
こ の 規 定 に 関 す る 検 討 に お い て 、 国 務 省 は,こ の 契 約 が 投 資 禁 止 政 策 に 違 反,
し て い る か ど う か 判 断 す る こ と は 困 難 で あ る が 、 モ ス ク ワ 外 相 会 談 に お い て ソ
連 に 対 す る 国 務 省 の 立 場 を 弱 くす る 可 能 性 が あ る と して ,こ の 契 約 を 修 正 す る
こ と を 要 求 し た 。 そ の 代 わ りに 国 務 省 は .ソ コ ニ ー 社 の 懸 念 に 対 す る 措 置 と し
て,B-V社 の 資 産 売 却 を 禁 止 す る こ と に し た 。 加 え て ,長 期 的 な 契 約 は,ア
メ リ カ 企 業 に 外 國 企 業 よ り も好 ま しい 立場 を与 え る もの で あ る と い う批 判 を 避
け る た め に,さ し あ た り3年 に 契 約 期 問 を 留 め る こ と も 要 請 さ れ た ,、以一トの 措
置 を 前 提 と し た 上 で,国 務 省 は ソ コ ニ ー 社 の 契 約 に 賛 成 し だ61。








だぬ。 この文書 の 中で 国務 省 は,①3年 を越え ない期 間 に契約 の有効 期 間を
制限す る,② 契約期 間中 にB-V社 が資産 を売却す るの を禁止す る,と い う
2点を修正す る ことを要求 した.そ して.3年 に契約期 問を限定す ることの理
由として,「 ドイ ッにお ける将来の経 済発展の不確実さ」を挙げ,「ソコニー社
が ドイツにお ける石油分 野における位置を完成させ る ことを追 及す るに十分 と
信 じる」 と述べた、,
ソコニー社 は,こ の国務 省か らの通告 を受 けて,契 約 を修正 して,B-V社
と契約を結ぶ ことになった。 ソコニー社 は.契 約が修止された理由 と して,国
務省が ソ連 との関係 を考慮 した ことが大 きい と考えてい た2呂㌧,
その後,国 務 省の決定 の内容 は,OMGUSへ と陸軍省 か ら1947年3月31日
に伝 え られた期。
お わ り に
国務 省 は.最 終 的 に,単 な る供 給計 画 とす るこ とで,ソ コニー 社 に よ る
B-V社へ の関与 を容認 した。 これに応 じて,OM(}USも,こ の計 画を容認す
ることになった。
ソコニー杜は,投 資禁止政策 に対応 して,直 接的 な投資を ともなわ ない形で,
経営権 の確保 を試 みたが,国 務省 とOMGUSの 反対 を覆す ことはで きず,結
局,単 なる石油供給契約に留 まらざるを得なか った。
国務 省は,投 資禁止政策の維持 とソ連 との関係 を買収 反対 の理 由 として展開
した、(=)MGUSは,投資禁止 政策の維持,ソ 連 との関係,集 中排 除政策へ の
抵触,と い った理由か らこの買収 に反対 した。 こうした様 々な反対 理由 による








しか し,こ う した理由は,ソ 連 との対立 関係が決定的 とな る中で,失 われて
い く.ソ コニー杜 に よる,こ のB-V社 との関係 について も.後 に,カ ルテル
違 反で はない,と 判断 され30).投資禁止政策 も解除 されてい くことになる。 こ
の投資禁止政策が解 除されてい くプロセ スに関 しては,今 後 の課題 とした い。
【付記1本 稿は,平成14年度文部科学省科学研究費補助金(特 別研究員奨励費)に よ
る研究成果の一部である。
30)〔)MGUS【(,WarD叩artmenて,Ap一 ゴ116、1948.IntematiomlStatisticsDMsio!1GeneralRe.
cords194小1959CoumryFiles:Germany1931-1952、FolderPetroleum,Box83,RG56.
